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研究成果の概要（和文）：日本と中国の地域経済を対象に、内生的経済成長と経済格差に関する理論研究および
実証分析を行った。中でも、両国の統計データを用いて19世紀における市場経済の一体化に関する実証分析の結
果、地域の市場経済の発展は一国の政治経済制度の変革を促進し、また後者はさらなる地域経済の進展をもたら
していることが示された。また、日中両国の地域経済格差に関する比較分析により、一国の経済成長と地域の経
済格差との間にトレード・オフの関係があり、地域経済発展の政策を検討する際に慎重に考慮・分析する必要で
あることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project conducts theoretical and empirical analysis on 
endogenous regional economic growth and inter-regional disparity in Japan and China. It attempts to 
compare the market integration of the Nineteenth-Century Japan and China, and shows that the 
development of regional market economies leads to the evolution of political economic institutions, 
and the latter also promotes further development of regional economies. It also compares regional 
economic disparities in Japan and China, and indicates that there exists a trade-off relationship 
between national economic growth and regional economic disparity, which needs to be seriously taken 
into account in the consideration of regional economic development policies.

研究分野： 経済政策
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）近年、経済成長理論の分野では、Romer
（1986）や Lucas（1988）が提唱した内生的
経済成長理論が流行っている。しかし、2005
年に Elsevier 社が出版した Handbook of 
Economic Growth（Vols.1A-1B）を見れば分
かるように、一国内にある地域の内生的経済
成長に関する理論研究及び実証研究は非常
に少ない。中では、知識のスピルオーバーを
動学的外部経済性としてとらえて地域経済
成長への効果を分析している研究（例えば、
Glaeser ほか 1992、Henderson ほか 1995、
Dekle 2002）が注目を集めている。しかし、
これらの研究は主に実証研究の段階にとど
まっており、関連する理論研究及び地域格差
などへの応用がまだ展開されていない。 
（２）地域（間）の経済格差に関しては、社
会からの注目度が高いために、様々な研究が
行われてきた。例えば、近年の日本語による
研究成果として、日本については『日本の地
域間格差』（橘木俊詔ほか、日本評論社、2012
年）が、中国については「中国における地域
格差の変化とその原因」（鄭小平、『立命館経
済学』、2011 年）があげられる。この２つの
文献の中に、英語や中国語による先行研究も
紹介している。しかし、これらの研究の全て
に共通する１つの大きな問題点が存在して
いると思われる。それは、地域（間）の経済
格差と各地域の内生的な経済成長要因との
関係を分析していないことである。 
（３）本研究の代表者は 2008-2010 年度及び
2011-2013 年度の２回にわたり基盤研究（C）
の科学研究費助成金の交付を受けて、地域の
内生的経済成長にかかわる研究を行ってき
た。得られた主な研究成果は査読付き国際学
術専門誌 Japan and the World Economy、
Japanese Economic Review 、 Review of 
Urban and Regional Development Studies
などにて発表してきた（引用文献⑨～⑬を参
照）。これらの研究を通じて、地域の内生的
経済成長の仕組みを理解するとともに、日本
及び中国における地域経済成長に果たして
いる役割を示すことができた。こうした研究
の中から、地域の内生的な経済成長要因と地
域間の経済格差との関係に関する新たな研
究の問題意識も生まれてきた。 
 
２．研究の目的 
 
（１）日本と中国の地域経済を対象に、内生
的経済成長の理論を地域経済のレベルにお
いて再構築する上、内生的な地域経済成長と
地域（間）経済格差との関係を理論的に分析
すること。 
（２）日中両国における地域（間）経済格差
およびその原因に関する実証研究と比較分
析を行い、内生的な地域経済成長と地域（間）
経済成長との関係を明らかにし、両国におけ
る地域経済成長および地域経済格差に関す

る政策について提言すること。 
 
３．研究の方法 
 
（１）日本と中国の地域経済を念頭に、内生
的経済成長の理論モデルを地域経済のレベ
ルにおいて再構築するとともに、地域の内生
的経済成長と地域（間）経済格差との関係を
理論的に明らかにする。 
（２）日本と中国の地域経済・社会に関する
統計データを収集・整理する上で、計量経済
学などの方法を活用して両国の地域経済格
差およびその原因について実証分析を行う。 
（３）日本と中国における長期的な内生的経
済成長と地域経済格差に関する比較分析を
行い、両国の地域経済成長および地域経済格
差に関する政策提言をまとめる。 
 
４．研究成果 
 
（１）日本と中国の地域経済を念頭に、内生
的経済成長の理論モデルを地域経済のレベ
ルにおいて再構築することを試みた。特に、
地域経済がもつ固定資本、規模に関する収穫
逓増性のある産業、地方財政の分権化、政治
経済制度などの内生的な経済成長の要因を
モデルに取り入れて、地域経済成長の可能性
および地域経済格差への影響を明らかにし
た。これらの分析結果は国内外の関連学界に
おいてまだ十分に研究されていないため一
定の新規性があると思われる。研究期間中に
幾つかの研究論文にまとめて学会発表を行
い、学術専門誌にも投稿している。 
（２）日本と中国の地域経済・社会に関する
様々な統計データを収集・整理して、計量経
済学などの方法を用いて両国の地域経済成
長と地域経済格差について実証分析を行っ
た。特に、19世紀における日本と中国の市場
経済の一体化に関する比較分析により、地域
の市場経済発展は一国の政治経済制度の変
革の原因でもあり結果でもあるとのことを
示した。このことをまとめた研究論文は 2016
年に審査付き国際学術専門誌 Australian 
Economic History Review に掲載した。最近
同誌からの連絡によれば、同論文は 2017 年
中に 201 件のダウンロードがあり、近年同誌
に掲載された論文のうち最もダウンロード
件数の多い 20 篇論文の１つとなったという
（５の〔その他〕を参照）。もう１つの成果
は、研究図書『空間経済学の実証分析および
その政策的意義』が出版されたことである。
その中には地方財政の分権化に関する実証
分析の論文が含まれており、中国の統計デー
タを用いて地方財政の分権化が地域の内生
的経済成長の要因の１つであり、地域（間）
経済格差をも左右していることが明らかに
された。 
（３）日本と中国における長期的な内生的経
済成長と地域（間）経済格差に関する比較分
析を行い、今後の地域経済発展に関する政策



提言などをまとめた。その成果は幾つかの研
究論文、図書およびエッセーにまとめられて
いるが、一部は経済専門誌にも掲載されてい
る。例えば、2016 年に中国の金融出版社発行
の経済専門誌『金融博覧』に経済格差に関す
るエッセーを発表したが、日本と中国の地域
経済格差および対策を比較して、経済成長と
地域格差とのトレード・オフ関係を慎重に対
処していく必要性を主張している。他の研究
論文と図書は現在投稿中か出版交渉中にあ
り、近いうちに発表されることと期待してい
る。 
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